別表第１（第２条関係）施設用地の利用者決定基準
	項目
	内容

	施設用地利用者
	次の各号のいずれかに該当する者であって、税を完納しているものとする。
(１)　次に掲げる要件を満たす漁業者団体等の生産者

ア　漁業協同組合、漁業協同組合連合会、漁業生産組合若しくは漁業者が組織する団体（受益者の漁業者３名以上が主たる構成員又は出資者となり、事業活動を実質的に支配できるものに限る。）又は定置漁業を営む法人（漁業法（昭和24年法律第267号）第16条第６項に該当するものに限る。）であること。

イ　宮古市が策定する「宮古市水産加工流通業復興計画」に基づく水産加工流通施設に準ずる施設を当用地内に整備予定であること。

ウ　整備予定の施設の能力及び規模が、地域の生産高と照らし適正であること。

 (２)　次に掲げる要件を満たす前号の生産者以外の民間団体
ア　宮古市が策定する「宮古市水産加工流通業復興計画」に基づく水産加工流通施設に準ずる施設を当用地内に整備予定であること。
イ　整備予定の施設整備費の適正な資金調達及び償還計画が策定されており、かつ、これらの計画が確実に実行されると見込まれること。
ウ　整備予定の施設の能力及び規模が、地域の生産高と照らし適正であること。
エ　水産物加工処理施設の設置にあたっては、市に水揚げされる水産物を原料とした商品の開発に努力すること。

	利用対象施設
	次に掲げる施設（施設と関連する事務室、設備及び機器等を含む。）のいずれかを整備するのに要する用地。

(１)　水産物荷さばき施設（水揚げ・選別場）
(２)　水産物加工処理施設（水産物の加工処理施設）


1

